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丹波篠山市自治基本条例検証結果　【新旧対照表】
Ⅰ．丹波篠山市自治基本条例の検証結果
１．検証委員会協議の経過について　
丹波篠山市自治基本条例（以下、「条例」という。）では、条例制定から一定期間が経過した後も各条文がその時代の社会情勢に合っているか、丹波篠山市にふさわしいものであり続けているかを見守り、形骸化を防止することを目的に、第28条に条例の見直し規定を設けている。

平成18年10月に施行された条例については、平成23年に篠山市自治基本条例検証委員会（以下、「検証委員会」という。）において初めての検証、平成26年に第2回目、平成30年に第3回目の検証を行い、いずれも社会情勢の変化等を反映し、新たな条文の追加や、逐条解説の見直し、条例運用の見直しの必要性について報告をしてきた。

　　前回の検証報告後、市は、条例の改正案を議会に提案し、議会の議決を経て、改正条例が平成31年４月に施行されている。
今回、条例が施行されてからおよそ16年、前回検証からおよそ4年が経過したことから、検証委員会において条例施行後4回目となる検証を行った。

　　　　今回の検証委員会の検証経過としては、令和4年9月7日の第１回委員会において市長から諮問を受け、計４回の委員会を開催し、条例の検証作業を行った。

　　　第1回委員会において、条例の内容についての説明を行い、第2回委員会では、内部の検証結果を報告するとともに、第1回目での説明を踏まえた上で条例の見直しについての議論を行った。
第3回委員会以降では、内部検証の結果や第2回目の議論を踏まえた上で、委員から出た意見の協議を行うとともに、各条文の改正の必要性について検討を行い、改正が必要と認められる内容を整理した。
その結果を検証結果として取りまとめ、本日、答申書を提出する。
２．丹波篠山市自治基本条例検証内容について　
　　　
今回の検証委員会では、コロナ禍による生活形態の変化やウクライナ侵攻等の社会情勢の変化、現在の市の取組状況等に着目し、検証を行った。
第12条（市民の権利及び責務）では、コロナ禍による生活形態の変化を考慮し、逐条解説に市民のまちづくりの関わり方を補足することを確認した。第13条では、青少年に関する説明が不足していることから、逐条解説に青少年に関する記述を追加した。
～　20条の条例改正が必要な場合はその旨補記する　～
さらに第21条、第22条では、コミュニティの今後の在り方や幅広い交流の推進等を逐条解説に盛り込む必要性を確認した
また、事業者のコミュニティの参画や災害における避難のあり方、パートナーシップ宣誓制度等、社会情勢や人口減少の進行等、現在の丹波篠山市が直面している課題や問題について、条例運用についての意見としてまとめた。

ついては、次項より条文の改正及び逐条解説の修正、また条例運用についての意見を、検証委員会としての検証結果として示す。
３．篠山市自治基本条例　構造図　【検証結果】


　　第１章　　総　　則

　まちづくりの具体的条件　
　　第２章　　基本原則
　まちづくりの基本的役割　
　　第３章　　権利及び責務
　まちづくりへの市民意思の反映　
　　第４章　まちづくりの目標と推進

　まちづくりの検証
　　第５章　条例の改正と位置付け


４．条文の改正及び逐条解説の修正項目

①第5条（危機管理）について【逐条解説の見直し】
≪見直しをする理由≫
　災害対応においては、住民の自助努力だけでなく、市や関係機関との連携が必要とされる。そのため、関係機関の定義を明確化する必要があることから、逐条解説において補足する。
第23条　逐条解説




①第13条（子どもがまちづくりに参画する権利）について【逐条解説の見直し】
　≪見直しをする理由≫
　　平成28年に公職選挙法が改正され選挙年齢が満18歳以上に引き下げられたこと、成人年齢を18歳に引き下げる民法の改正法案が本年６月に成立し、令和４年（2022年）４月に施行されることから、平成30年の条文見直しの際に年齢を満18歳未満とした。
　第13条　逐条解説



②第14条（事業者の権利及び責務）について【逐条解説の見直し】

≪見直しをする理由≫
　現行は、条文本文では「事業活動を行うもの」、解説部分では「事業活動を営むもの」という形で表記が異なっているため、統一を行った。
　「事業を営むもの」は第２条において、事業活動等を行っている個人や団体と定義されている。そのため、第14条の逐条解説では「事業を行うもの」について、営利活動を行う一般の企業にとどまらないと定義した。
第14条逐条解説


　第14条　逐条解説


②第21条（コミュニティの意義と支援）について【逐条解説の見直し】

≪見直しをする理由≫
　近年課題となっている人口減少や高齢化、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、コミュニティ活動の維持が今後困難となってくることが想定される中、逐条解説でそれぞれの場面に応じたコミュニティ活動のあり方について記載する。
　第21条　逐条解説



②第22条（コミュニティの意義と支援）について【逐条解説の見直し】

≪見直しをする理由≫
　コミュニティについてのあり方とその内容について記載する。コミュニティについては、地域コミュニティのみならず、国際連携や市外の広域的な課題について定める。
第22条　逐条解説



５．条例運用についての意見

（修正したのは下線の項目）
①災害時の危機管理体制について【第５条関係】
近年、地球温暖化等の影響による異常気象の多発、30年以内に南海トラフ地震の発生が高確率で予測されるなど、災害リスクが高まっている。

また地震などの大災害発生時には、行政の公助に限界があることは、先の阪神淡路大震災や東日本大震災の際も課題となっており、今後一層、市民同士の共助が重要となることが考えられる。

しかし、地域コミュニティにおいては高齢化や世帯構成員の減少等の影響により、地域住民だけで助け合うことが困難な状況が生まれつつある。
こういったことを踏まえ、単独自治会で防災計画を考えていくのではなく、地域間の連携による防災を考えていく必要があり、地域住民のみならず関係機関との更なる連携、災害時の情報伝達の在り方等、より一層の危機管理体制の確立に努められたい。

②コロナ禍による生活形態の変化について【第12条関係】
コロナ禍による生活形態の変化やウクライナ侵攻による社会情勢の変化など、市民の身の回りの環境はここ数年で大きく変化した。
そういった環境の変化に順応したまちづくりの推進を、市民が積極的に考え推進していく必要がある。
丹波篠山市においても、市民の取り巻く環境の変化を十分に把握したうえで、市政運営を行うよう努められたい。
③コミュニティの維持及び外部人材との協働について【第12、21、22条関係】
　丹波篠山市では、自治会やまち協単位等で地域活動に取り組まれており、市民の参画協働が浸透してきている一方で、組織の担い手の高齢化、後継者不足等により、今後の持続的な活動の継続については、それぞれ課題を抱えられている。

　また、地域によって活動に温度差もあり、今後、地域間格差が拡大することが懸念される。
人口減少の進展に伴い、市外の人々との交流連携はこれまでの、交流をメインとするものから一歩踏み込んで、いかに外部人材の力を日常の担い手に変えていくかが重要である。
条例では、「市民」を市内に居住する者だけでなく、市内で働く者や活動するものなどと広く捉えている。
これまで以上に市民の参画協働を推進、また、外部との連携強化を図り、関係人口の拡大に努められたい。
Ⅱ．検証委員会等開催の記録
	№
	会議名・日時等
	内　　　　容

	１
	第１回検証委員会

令和４年９月７日（水）
	１　委嘱状交付

２　会長・副会長選任

３　諮問

４　篠山市自治基本条例について
５　検証作業とスケジュールについて

	２
	第２回検証委員会

令和４年10月11日（火）
	１　社会情勢の変化に伴う検証について
２　自治基本条例に関する取組の内部検証について
３　自治基本条例に係る点検結果について

	３
	第３回検証委員会

令和４年11月16日（水）
	１　第２回検証委員会における各委員からの意見に係る見直しについて
２　各委員からの意見を踏まえた条文見直しについて

	４
	第４回検証委員会

令和４年12月13日（火）
	１　
２　

	５
	答申書の市長提出

令和４年12月16日（金）
	検証委員会より市長へ検証結果の答申


Ⅲ．丹波篠山市自治基本条例検証委員会規則
平成２７年３月３１日
規則第７号
改正　平成３０年６月２９日規則第１８号
平成３１年３月２９日規則第１８号
（趣旨）
第１条　この規則は、丹波篠山市自治基本条例（平成１８年篠山市条例第３２号。以下「条例」という。）第２８条の規定に基づき、丹波篠山市自治基本条例検証委員会（以下「委員会」という。）の設置及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。
（所掌事務）
第２条　委員会は、市長の諮問に応じて、次に掲げる事項を調査審議する。
(1)　条例検証に伴う関係資料の調査分析に関すること。
(2)　条例検証結果の答申に関すること。
(3)　その他市長が必要と認める事項に関すること。
（組織）
第３条　委員会は、委員２０人以内で組織する。
２　委員会に、専門の事項を調査審議させるため必要があるときは、専門委員若干人を置くことができる。
（委員）
第４条　委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。
(1)　前丹波篠山市自治基本条例検証委員会委員
(2)　公募に応募した者のうちから市長が適当と認める者
(3)　その他市長が適当と認める者
（委員の任期）
第５条　委員及び専門委員の任期は、２年とする。ただし、当該調査審議事項が終了したときは、退任するものとする。
（会長及び副会長）
第６条　委員会に、会長及び副会長各１人を置く。
２　会長及び副会長は、委員の互選によって定める。
３　会長は、会務を総理し、委員会を代表する。
４　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。
５　会長及び副会長が共に欠けたときは、あらかじめ会長の指名する委員が、その職務を代理する。
（会議）
第７条　委員会は、会長が招集する。
２　会長は、会議の議長となる。
３　会長が必要と認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、説明若しくは報告又は意見を求めることができる。
（部会）
第８条　委員会に、部会を置くことができる。
２　部会の委員は、委員の互選によって定める。
３　部会に、部会長を置く。
４　部会長は、部会に属する委員の互選によって定める。
（庶務）
第９条　委員会の庶務は、企画総務部が行う。
（補則）
第１０条　この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。
附　則
この規則は、平成２７年４月１日から施行する。
附　則（平成３０年６月２９日規則第１８号）
この規則は、公布の日から施行する。
附　則（平成３１年３月２９日規則第１８号）
この規則は、平成３１年４月１日から施行する。
Ⅳ．丹波篠山市自治基本条例検証委員会委員名簿
	番号
	委　　員　　名
	備　考

	１
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 15(いまい),今井)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 15(すすむ),進)
	会長

	２
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 15(ほんじょう),本莊)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 15(かず),賀寿)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 15(み),美)
	副会長

	３
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 15(あだち),足立)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 15(まりこ),眞理子)
	

	４
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 15(いもと),井本)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 15(とし),季)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 15(のぶ),伸)
	

	５
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 15(さかい),酒井)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 15(あつし),篤史)
	

	６
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 15(さかい),酒井)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 15(ふみ),扶美)
	

	７
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 15(しみず),清水)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 15(なつき),夏樹)
	

	８
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 15(なかざわ),中澤)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 15(けいこ),敬子)
	

	９
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 15(やまもと),山本)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 15(はるあき),晴朗)
	

	10
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 15(よこやま),横山)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 15(のぶよし),宜致)
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　第12条（市民の権利及び責務）　意見


　第13条（子どもがまちづくりに参画する権利）　逐条解説修正


　第14条（事業者の権利及び責務）


　第15条（法令遵守及び公益通報）


　第16条（議会の役割及び責務）


　第17条（議員の責務）


　第18条（市長の役割及び責務）


　第19条（職員の責務）　　　　　    　





　第20条（まちづくりの基本）　条文改正・逐条解説修正


　第21条（コミュニティの意義と支援）　逐条解説修正・意見


　第22条（交流及び連携）　逐条解説修正


　第23条（附属機関等への参加）　


　第24条（意見、要望及び苦情等への対応）


　第25条（行政評価）


　第26条（外部機関による監査）


　第27条（住民投票）　　　　　　　 　 





　第28条（条例の見直し及び検討手続き）


　第29条（最高規範）





附　　則





（修正前）


近年、国内で発生するおそれのある災害等の不測の事態は、地震や風水害などの自然災害、原子力災害、大規模事故災害など多岐に及んでいます。また、ライフライン（電気・通信・上下水道等）の途絶など、従来型の防災対策だけでは不十分な状況となってきています。そのような状況を踏まえ、市としての危機管理体制の考え方について定めています。


≪第１項≫


市は、いつ起きるとも分からない不測の事態に迅速かつ的確に対処し、市民の生命、財産及び暮らしの安全を確保しなければなりません。そして、市民、関係機関及び他の自治体等との協力及び連携により、さまざまな事象を想定し総合的に、また、いざという時に機動的に対処できるよう的確な情報提供を含め、危機管理体制の確立に努める必要があることを定めています。


≪第２項≫


市民の自助努力について定めています。市民は、「自らの安全は自らの手で守る」という認識に立ち、日頃から災害等に対して予防措置を講じるとともに、災害等の発生時においては、近隣への声かけや組織的な応急復旧活動への参加と協力など、災害等の対応に努める必要があることを定めています。





（修正後）


近年、国内で発生するおそれのある災害等の不測の事態は、地震や風水害などの自然災害、原子力災害、大規模事故災害など多岐に及んでいます。また、ライフライン（電気・通信・上下水道等）の途絶など、従来型の防災対策だけでは不十分な状況となってきています。そのような状況を踏まえ、市としての危機管理体制の考え方について定めています。


≪第１項≫


市は、いつ起きるとも分からない不測の事態に迅速かつ的確に対処し、市民の生命、財産及び暮らしの安全を確保しなければなりません。そして、市民、関係機関（＊）及び他の自治体等との協力及び連携により、さまざまな事象を想定し総合的に、また、いざという時に機動的に対処できるよう的確な情報提供を含め、危機管理体制の確立に努める必要があることを定めています。


≪第２項≫


市民の自助努力について定めています。市民は、「自らの安全は自らの手で守る」という認識に立ち、日頃から災害等に対して予防措置を講じるとともに、災害等の発生時においては、近隣への声かけや組織的な応急復旧活動への参加と協力など、災害等の対応に努める必要があることを定めています。


*関係機関とは、丹波篠山市地域防災計画に記載されている関係機関のことを指します。





（修正前）


社会の一員であるとともに、次世代の担い手である「子ども」を大切にするという篠山市の姿勢を示しています。


　まちづくりの主体となる市民は大人を想像しがちですが、第20条第6号で「篠山の次の世代を担う子どもたちの健全育成の推進」をまちづくりの基本と定めており、「子どもがまちづくりに参画する権利」とは、子どもは、次世代を担う者として、学校での教育ばかりではなく、家庭や地域全体から愛育されるとともに、市は、子どもが健やかに育つ環境をつくる責務があることから一項目定めました。


　「子どもの権利条約」第12条において、意見を表す権利として、「子どもは、自分に関係のあることについて自由に自分の意見を表す権利をもち、その意見は、子どもの発達に応じて、十分考慮されなければならない」とされており、子どもも、まちづくりに参加する権利を有しています。しかし、年齢によっては成人と同等の判断力を求めることができない場合もあることから、まちづくりに参画する権利は、その年齢に応じたものになります。


　また、「児童福祉法」、そして「子どもの権利条約」は、その対象年齢を１８才未満、少年法は２０才未満、「未成年」は２０才未満であり、「青少年」は２０才をこえても使用されています。つまり、１８才・１９才が法律の谷間にあること(例えば、「子どもの権利条約」や「児童福祉法」で規定されている権利からは除外され、「民法」等の成人としての権利からも除外されている)から、本条例では、「子ども」の定義については、民法の成年の規定に準じ、20歳未満としています。





（修正後）


社会の一員であるとともに、次世代の担い手である「子ども」を大切にするという丹波篠山市の姿勢を示しています。


　まちづくりの主体となる市民は大人を想像しがちですが、第20条第6号で「丹波篠山の次の世代を担う子どもたちの健全育成の推進」をまちづくりの基本と定めており、「子どもがまちづくりに参画する権利」とは、子どもは、次世代を担う者として、学校での教育ばかりではなく、家庭や地域全体から愛育されるとともに、市は、子どもが健やかに育つ環境をつくる責務があることから一項目定めました。


　「子どもの権利条約」第12条において、意見を表す権利として、「子どもは、自分に関係のあることについて自由に自分の意見を表す権利をもち、その意見は、子どもの発達に応じて、十分考慮されなければならない」とされており、子どもも、まちづくりに参加する権利を有しています。しかし、年齢によっては成人と同等の判断力を求めることができない場合もあることから、まちづくりに参画する権利は、その年齢に応じたものになります。


　このことから、子どももまちづくりに関わる市民の一員であることを明確にし、それぞれの年齢に応じ、「まちづくりに参画する権利」を保障するものです。


　なお、「子ども」の定義については、各法令等により、その対象年齢は異なっており、本条例では、選挙年齢や民法の成年年齢（*）に準じ、満１８歳未満としていますが、一般的には幼い年齢層を指す場合に多く使われます。


　「青少年」については、法令によっては満１８歳を超えた年齢を指す場合がありますが、本条例では満18歳未満を指しています。


　本条例では、１８歳未満の幅広い年齢層の子どもがまちづくりに参画する権利について定めるため、満１８歳未満の青少年及び子どもとしています。





（改正前）


事業者も市民であることから、市民の定義に含めました。しかしながら、市内で事業活動を行う事業者は、地域社会を構成する一員として、市民としての権利を有するほかに、法令遵守の徹底、環境への配慮、地域社会への貢献等の社会的責任を果たしながら、まちづくりに努めることを定めたものです。


≪第1項≫


　市内で事業活動を営むものの考え方は、一般の企業にとどまらず、自治体や非営利活動団体なども、事業者としての立場で行動する場合には適用されます。


≪第２項≫


　市内で事業活動を行う事業者も、市民の一員であることから「市民の権利」として「まちづくりに参画する権利」が保障されます。


≪第3項≫


　地域社会を構成する一員として、まちづくりにおける役割を示すもので、環境への配慮等は、当然市民も責務として負うものですが、ここであらためて規定しているのは、事業活動が環境に与える影響等を考慮して、自然環境や生活環境に配慮し、安全で安心なまちづくりに努めるというものです。





（改正後）


事業者も市民であることから、市民の定義に含めました。しかしながら、市内で事業活動を行う事業者は、地域社会を構成する一員として、市民としての権利を有するほかに、法令遵守の徹底、環境への配慮、地域社会への貢献等の社会的責任を果たしながら、まちづくりに努めることを定めたものです。


≪第1項≫


　市内で事業活動を行うものの考え方は、営利活動を行う一般の企業にとどまらず、自治体や非営利活動団体なども、事業者としての立場で行動する場合には適用されます。


≪第２項≫


　市内で事業活動を行う事業者も、市民の一員であることから「市民の権利」として「まちづくりに参画する権利」が保障されます。


≪第3項≫


　地域社会を構成する一員として、まちづくりにおける役割を示すもので、環境への配慮等は、当然市民も責務として負うものですが、ここであらためて規定しているのは、事業活動が環境に与える影響等を考慮して、自然環境や生活環境に配慮し、安全で安心なまちづくりに努めるというものです。





（修正前）


　地方自治は、住民自治と団体自治で構成されますが、本市の自治の基礎はコミュニティと考え、その意義や育成、支援について定めています。


　コミュニティを厳密に定義するのは難しいですが、本条例では地域性と共同体感情を基盤とするつながり、あるいはこうしたつながりを持つ組織・団体を意味しています。


　コミュニティ活動は、市民の自主性と主体性に基づくものですが、地域の特色が生かされたまちづくりを実現し、活性化を図るためその仕組みづくりが必要であるとともに、市民は、コミュニティ活動へ参加・協力に努める必要があることを示すものです。


　また、コミュニティ活動をさらに充実・発展させるためには、市民・地域・市の連携が重要で、活動の支援には、補助金、助成金といった財政的な支援だけでなく、知識、情報、人材、学習機会の提供なども含まれます。


　≪第１項≫


本市の主な地域コミュニティ組織としては、住んでいる地域を単位とした最も身近なつながりの強い住民組織である自治会と、一定の広がりを持つ地区において、将来像を共有し、住みよい地区の実現に向けて主体的に取り組むまちづくり協議会など地縁的なつながりを持つ地域型コミュニティがあります。


また、福祉や環境など共通の目的から形成されたボランティアグループ、ＮＰＯ（非営利活動団体）などのテーマ型コミュニティもあります。


これらのコミュニティ組織はまちづくりを担う不可欠な組織だと位置付けをしています。


≪第2項≫	


　コミュニティ活動は、住民自治の基礎を築くことでもあると考えられ、市民は、コミュニティへの理解を深めるとともに尊重し、安心して暮らすことのできる地域社会を実現するため、各人が可能な範囲で協力し、参加するよう努める必要があります。


≪第3項≫


　コミュニティの形成は地域にとって大切なことで、行政だけでは解決できない地域の多様な課題を、市民同士の自主的、主体的な活動や市との協働を通じ解決することが、まちづくりの推進につながります。


　市は、そうしたコミュニティ活動の役割、自主性を尊重し、住民自治を損なうことのないよう、必要に応じて支援を行うというものです。


≪第4項≫


　第１号で、まちづくりの活動は、コミュニティの主体である市民（個人）が自ら取り組み（自助）、第２号において、個人的に取り組みがたいことについては近隣住民が取り組み（互助）、次に自治会・まちづくり協議会など団体が取り組み（共助）、それでもなお取り組みがたいことについては、第３号の、市が市民とともに取り組む（公助）という順序を定めた補完性の原則について示しています。





（修正後）


地方自治は、住民自治と団体自治で構成されますが、本市の自治の基礎はコミュニティと考え、その意義や育成、支援について定めています。


コミュニティを厳密に定義するのは難しいですが、本条例では地域性と共同体感情を基盤とするつながり、あるいはこうしたつながりを持つ組織・団体を意味しています。


コミュニティ活動は、市民の自主性と主体性に基づくものですが、地域の特色が生かされたまちづくりを実現し、活性化を図るためその仕組みづくりが必要であるとともに、市民は、コミュニティ活動へ参加・協力に努める必要があることを示すものです。


また、コミュニティ活動をさらに充実・発展させるためには、市民・地域・市の連携が重要で、活動の支援には、補助金、助成金といった財政的な支援だけでなく、知識、情報、人材、学習機会の提供なども含まれます。


≪第１項≫


本市の主な地域コミュニティ組織としては、住んでいる地域を単位とした最も身近なつながりの強い住民組織である自治会と、一定の広がりを持つ地区において、将来像を共有し、住みよい地区の実現に向けて主体的に取り組むまちづくり協議会など地縁的なつながりを持つ地域型コミュニティがあります。


また、福祉や環境など共通の目的から形成されたボランティアグループ、ＮＰＯ（非営利活動団体）などのテーマ型コミュニティもあります。さらに、人口減少等の影響により、今後ますますコミュニティ活動の維持は難しくなっていくことから、地域内だけでなく地域外の人々とも交流し地域活動に取り組むコミュニティのあり方も期待されます。これらのコミュニティ組織はまちづくりを担う不可欠な組織だと位置付けをしています。


≪第2項≫	


　コミュニティ活動は、住民自治の基礎を築くことでもあると考えられ、市民は、コミュニティへの理解を深めるとともに尊重し、安心して暮らすことのできる地域社会を実現するため、自然災害や疫病の流行などによる生活様式の変化により、社会情勢など市民を取り巻く環境が変化したとしても、各人が可能な範囲で協力し、参加するよう努める必要があります。


≪第3項≫


　コミュニティの形成は地域にとって大切なことで、行政だけでは解決できない地域の多様な課題を、市民同士の自主的、主体的な活動や市との協働を通じ解決することが、まちづくりの推進につながります。


　市は、そうしたコミュニティ活動の役割、自主性を尊重し、住民自治を損なうことのないよう、必要に応じて支援を行うというものです。


≪第4項≫


　第１号で、まちづくりの活動は、コミュニティの主体である市民（個人）が自ら取り組み（自助）、第２号において、個人的に取り組みがたいことについては近隣住民が取り組み（互助）、次に自治会・まちづくり協議会など団体が取り組み（共助）、それでもなお取り組みがたいことについては、第３号の、市が市民とともに取り組む（公助）という順序を定めた補完性の原則について示しています。





（修正前）


　広域的な課題に対処するため、まちづくりに市外の人々の意見を取り入れるとともに、他の自治体や県・国と連携しながら、共通課題の解決を図る規定です。また、国際交流の促進についても定めています。


≪第１項≫


　他の自治体や大学、ＮＰＯ等の関係機関と連携し、まちづくりのさまざまな分野で共通に抱えている課題については、互いに自主性を尊重しながら、総合的な視点に立ち解決に向けて取り組もうとするものです。


≪第2項≫


　国際連携は、国際交流から始まるという認識のもと、お互いの歴史、文化等の違いを理解し合い、国際感覚豊かなまちづくりを推進するため、国際社会との交流及び連携に努めます。


≪第3項≫


　市民生活の活動範囲は日常的に市域を越えて広がっており、広域にまたがる課題については、近隣の自治体だけでなく、その状況に応じて連携を図り、協力し合いながら解決に当たるよう努めます。





（修正後）


まちづくりに市外の人々の意見を取り入れるとともに、他の自治体や県・国と連携し、広域的な共通課題の解決を図るための規定です。また、国際的な視野に立って、お互いに理解し、尊重しながら、国際交流（＊）を促進することについても定めています。


≪第１項≫


　他の自治体や大学、ＮＰＯ等の関係機関と連携し、まちづくりのさまざまな分野で共通に抱えている課題については、互いに自主性を尊重しながら、総合的な視点に立ち解決に向けて取り組もうとするものです。


≪第2項≫


　国際感覚豊かなまちづくりを推進するため、国際交流を通じてお互いの歴史、文化等の違いを理解し合うことに努めます。





≪第3項≫


　市民生活の活動範囲は日常的に市域を越えて広がっており、広域にまたがる課題については、近隣の自治体だけでなく、その状況に応じて連携を図り、協力し合いながら解決に当たるよう努めます。


*国際交流とは、自治体や地域同士の連携だけでなく、住民同士の交流の事も指します。








